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１．最近の一般炭市場をめぐる動向
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高まるボラティリティと拡大するアービトラージュ
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世界の一般炭貿易の主な流れ（2008年推定）

世界の一般炭貿易量
合計 約 6.8億㌧
太平洋 約 3.6億㌧
大西洋 約 2.3億㌧
その他 約 0 9億㌧

世界の一般炭生産量（2008年)
合計 約50億㌧
中国 約23.3億㌧ 米国 約9.5億㌧
インド 約4.6億㌧ 南ア 約2.3億㌧
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 約2 2億㌧ 豪州 約1 9億㌧その他 約 0.9億㌧ ｲﾝﾄ ﾈｼｱ 約2.2億㌧ 豪州 約1.9億㌧
ロシア 約1.8億㌧
(参考：原料炭生産量 約8.5億㌧)
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出典： IEA Coal Information 2009をもとに作成



一般炭価格動向
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出典： globalCOAL、Argus
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傭船価格動向
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中国ファクター

中国の一般炭*1貿易量
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7出典： 中国税関統計

月
*1： 原料炭を除くその他炭と無煙炭を含む



一般炭市場をめぐる不確実性

政策
（CO2問題を

政策

ＣＯ２問題

めぐる政策）
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政策の不確実性

＜政治的不安定性 日本の場合 ＞
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一般炭市場発展に影響を与えている諸要素

般炭市場一般炭市場

・高まるボラティリティ 不確実性

・拡大するアービトラージュ （ＣＯ２問題、政策）
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２ 市場発展のための課題２．市場発展のための課題
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リスクテイク＝リターンテイクのアプローチの戦略

二つの戦略

 コミットメント

（例） -長期引取コミットメント契約（例） 長期引取 ミット ント契約

-炭鉱開発へのユーザーの参画

炭供給者 る 炭利 技術開発 参-石炭供給者による石炭利用技術開発への参画

 流動性

（例） C NEWC API等の価格指標に基づく（例） - gC-NEWC、API等の価格指標に基づく

現物・デリバティブ取引の拡大
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コミットメント －J-POWERの例ー

 ユーザー参加による炭鉱開発

豪州 炭鉱 投資→ 豪州４炭鉱に投資

ブレアソール炭鉱（写真： Rio Tinto社）

炭鉱名 ブレアソール エンシャム クレアモント ナラブライ
当社資本参加年 1982年 1997年 2003年 2008年
当社権益比率 約10% 10% 15% 7.5%
共同事業者 Rio Tinto(約71%) 出光興産(85%) Rio Tinto(50.1%) ホワイトヘブン(70.0%)

UniSuper（約15%) LG International(5%) 三菱デベロップメント(31.4%) Upper Horn Investments(7.5%)
JCD（約3%) JCD(3 5%) EDFT(7 5%)JCD（約3%) JCD(3.5%) EDFT(7.5%)

大宇/KORES(7.5%)
年生産量 最大1,200万トン 800万トン 最大時1,200万トンを予定 最大600～700万トンを予定
生産方式 露天掘り 露天掘り 露天掘り 坑内掘り
積出港 DBCT（ダーリンプルベイ） グラッドストーン港 DBCT（ダーリンプルベイ） ニューキャッスル港（NCIG)
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積出港 DBCT（ダ リンプル イ） グラッドスト ン港 DBCT（ダ リンプルベイ） ュ キャッスル港（NCIG)
備考 数年で終掘予定 2010年から生産開始 2010年から生産開始



流動性

信頼性ある価格指標の確立信頼性ある価格指標の確立

API-2

●ARA

C7C7

●リチャーズベイ（南ア）C4 ●ニューキャッスル

gC-NEWC
API-4API2: 欧州ARA（アムステルダム、ロッテルダム、アントワープ）着一般炭価格指標

API4: リチャーズベイ積み出し南ア炭一般炭価格指標
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gC-NEWC： ニューキャッスル積み出し豪州一般炭価格指標

Ｃ４： リチャーズベイ～ロッテルダム間ケープ・フレート指標

Ｃ７： ボリバール～ロッテルダム間ケープ・フレート指標



不確実性への対処 ＜ＣＯ２問題＞

着実で達成可能な取り組み

 老朽石炭火力の最新鋭型へのリプレース

革新 高効率技 革新的高効率技術の開発

 高効率利用技術の国際展開
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ＣＯ２問題に対するJ-POWERの取り組み例（１） －老朽石炭火力の最新鋭型へのリプレースー

リプレ ス計画例（電源開発㈱）

名称 竹原火力発電所（広島県竹原市）

１号、２号

竹原火力発電所（広島県竹原市）

新１号

リプレース計画例（電源開発㈱）

１号、２号 新１号

出力 １号： ２５万kW

２号： ３５万kW

６０万kW

タイプ 亜臨界型 超々臨界型

（15%程度CO2原単位が削減可能）

運転開始 １号： １９６７年 ２０２０年運転開始 １号： １９６７年

２号： １９７４年

２０２０年

（予定）

 日本全体として国内には計約3,800万
kW、80基の事業用石炭火力あり

 このうち、2020年までに運用40年を迎
える老朽設備、効率の悪い中規模石炭
火力は40基（700万kW）程度

 これらを最新鋭石炭火力にリプレース

16現在の竹原火力発電所

すると、日本の総排出量の0.5%（約600
万トンCO2/年）のCO2削減が可能



ＣＯ２問題に対するJ-POWERの取り組み例（２） －革新的高効率技術の開発ー

中国電力と電源開発は酸素吹石炭ガス化技術の商用化に向けて大型実証試験計画を推進中

ＥＡＧＬＥパイロットプラント
CO2回収

ＥＡＧＬＥパイロットプラント
石炭使用量150ｔ/日

CO2回収

J-POWER若松研究所（北九州市）

酸素吹石炭ガス化発電大型実証プロジェクト

規 模 ： 石炭量 1,100 ｔ/日級（電気出力17万ｋＷ級）
場 所 ： 中国電力㈱大崎発電所 （広島県大崎上島町）場 所 ： 中国電力㈱大崎発電所 （広島県大崎上島町）
運転開始 ： ２０１６年度開始予定
実証内容 ： IGCC発電システムでのEAGLEスケールアップ検証

ＣＯ2回収技術の検証 中国電力 大崎発電所（広島県）

IGCC/CO2回収プラント 多目的利用（合成燃料、水素など）
実用化

17

回収 ラン

実用化 実用化



高効率利用技術の国際展開（１）高効率利用技術の国際展開（１） －普及サイクルー－普及サイクルー

最新クリーンコール
技術の確立・普及

更なるクリーンコ
ール技術の開発

日日 本本

技術移転、事業参加等ビジネスリターン、クレジット移転等

技術移転を促進 持続するた

政府

多国間/

二国間合意

日本の最新のｸﾘｰﾝｺｰﾙ技術
を海外などに積極的に移転し、
地球規模での石炭高効率利用
を図る。

技術移転を促進・持続するた
め、技術移転に伴う適正な対
価(事業リターン、CDMクレ
ジット等)と知財の適正な保護
が得られることが重要。

政府

支援、環境作り

最新クリーンコール石炭消費量の抑制
海海 外外

政府

技術の積極適用CO2排出削減海海 外外
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高効率利用技術の国際展開（２）高効率利用技術の国際展開（２） －ビジネス・スキーム例ー－ビジネス・スキーム例ー

JBIC 二国間協力協定

（全体枠組合意）

日本政府 途上国政府市中銀行NEXI

輸出金融

（全体枠組合意）

低利融資

便

高効率発電プロジェクト民間ｺﾝｿｰｼｱﾑ
事業投資

CO2

クレジット

投資金融

貿易保険

便宜供与

優遇料金
ｷｬﾊﾟﾋﾞﾙ支援

ﾒｰｶｰ 電力 電力 ﾒｰｶｰ
ｼｽﾃﾑとしての技術移転

事業投資

事業運営

技術移転支援 研修ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

機器、EPC 全体、OM

JICA
無償援助

研修ﾌ ﾛｸ ﾗﾑ
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関連インフラ特別円借款、無償

特別円借款、無償



政策をめぐる不確実性

政策

環境税

政策

資源税
環境税

輸出税

輸入税 輸出枠 価格制度 その他

意図された効果 意図されない効果

客観的効果の検証
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政策立案・実行の透明性と安定性



おわりに －適切な投資の促進に向けてー

ボラティリティ CO2 政策不確実性

アービトラー
ジュ

老朽石炭火力の最新鋭型への

リプレース

客観的効果の検証

政策立案・実行の

リプレ ス

革新的高効率技術の開発コミットメント

透明性と安定性高効率利用技術の国際展開流動性

適切な投資の促進
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ご清聴ありがとうございました。

22


